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かぶ よ う形成 され 、一次 フ ロー ト （6
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発生 させ る磁石体 （5 0 ) の近接によって、オ フ状態か らオ ン状態 と切 り替わ るスィ ッチ機構 （4 0 )
と、を備 える。



明 細 書

発明の名称 ：液面検出装置

関連出願の相互参照

[0001 ] 本開示は、 2 0 1 3 年 5 月 9 日に出願 された日本出願番号 2 0 1 3 _ 9 9

4 6 9 号 に基づ くもので、 ここにその記載内容を援用する。

技術分野

[0002] 本開示は、液体を貯留する容器 に用い られる液面検 出装置に関する。

背景技術

[0003] 従来、例えば特許文献 1 には、液体に浮かぶ よう形成 されたフロー 卜と、

フロ一 卜に保持 された磁石 と、磁石の近接 によつてオフ状態か らオン状態に

切 り替わる リ一 ドスィツチとを備えた液面検 出装置が開示されている。 この

液面検 出装置において、 フロ一 卜は、容器 に対 し固定された本体に組み付 け

られ、重力方向に沿 つた上下に移動可能 とされている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：実公昭 6 3 _ 1 0 1 8 2 8 号公報 さて、特許文献 1 のような液

面検 出装置において、 フロー 卜に保持 された磁石は、本体に対 しフロー 卜が

変位可能なス トローク量分 しか、本体に収容された リー ドスィッチか ら離間

することがでない。故 に、磁石及び リー ドスィッチの間の距離は、確保 され

難 くなつて しまっていた。

[0005] ここで、液面検 出装置は、外部か ら磁気 ノイズの作用を受ける環境下にお

いて使用され得 る。すると、磁石の発生させる磁界の向きが、外部か ら作用

する磁気 ノイズの向きと一致する場合が生 じ得 る。 この場合、磁石の磁界は

、磁気 ノイズによって強め られて しまう。そのため、磁石及び リ一 ドスイツ

チ間の距離の確保が不十分な液面検 出装置では、磁石が リ一 ドスィツチか ら

最大限離れたと しても、 リー ドスィッチにっきォン状態か らオフ状態への切

り替わ りが不可能 となつて しまう。



発明の概要

[0006] 本開示は、上記問題に鑑みてなされたものであって、その目的は、外部か

ら作用する磁気ノィズへの耐性を向上させた液面検出装置を、提供すること

である。

[0007] 上記目的を達成するために、本開示の 1 つの態様は、液体を貯留する容器

に対 し固定される固定体と、液体に浮かぶよう形成され、固定体に組み付け

られて重力方向に沿った上下に変位可能な一次フロー 卜と、液体に浮かぶよ

う形成され、一次フロー トに組み付けられて当該一次フロー トに対 し上下に

変位可能な二次フロー 卜と、二次フロー 卜に保持されることで上下に移動す

る磁石体と、固定体に保持され、磁界を発生させる磁石体の近接によって、

ォフ状態からォン状態へと切 り替わるスイツチ機構と、を備える液面検出装

置とする。

[0008] これによれば、磁石体を保持する二次フロー トは、上下に変位可能なよう

固定体に組み付けられた一次フロー 卜に対 し、さらに上下に相対変位可能で

ある。故に、磁石体は、固定体に対 して一次フロー トが変位可能なス ト口一

ク量と、一次フロー トに対 して二次フロー 卜が変位可能なス トローク量とを

足 し合わせた距離以上、固定体に保持されたスィツチ機構から離間 し得る。

こうして、磁石体及びスィッチ機構間の距離が確保可能とされることにより

、磁石体の発生させる磁界の向きが外部の磁気ノイズの向きと一致 していた

場合でも、スィッチ機構は、磁石体の離間によってオン状態からオフ状態へ

と切 り替わることができる。 したがって、外部の磁気ノイズに対する耐性を

向上させた液面検出装置の提供が、可能となる。

図面の簡単な説明

[0009] 本開示についての上記目的およびその他の目的、特徴や利点は、添付の図

面を参照 しながら下記の詳細な記述により、より明確になる。その図面は、

[ 図1] 第一実施形態による液面検出装置がウォッシャータンクに設置された状

態を示す図である。

[ 図2] 第一実施形態の互いに組み付けられた一次フロー 卜及び二次フロー トを



模式的に示す斜視図である。

[ 図3] 第一実施形態の一次 フロー 卜の構成 を模式的に示す斜視図である。

[ 図4] 第一実施形態の二次 フロー 卜の構成 を模式的に示す斜視図である。

[ 図5] 第一実施形態の一次 フロー 卜及び二次 フロー 卜の作動 を説明するための

図である。

[ 図6] 第一実施形態の一次 フロー 卜及び二次 フロー 卜の作動 を説明するための

図であ り、図 6 ( A ) は ウォッシャー液の減少に伴い、液面が リ一 ドスイ ツ

チ軸 よ りも下方 に位置 している状態 を示す図、図 6 ( B ) は ウォッシャー液

の補充によって液面が上昇 している状態 を示す図、図 6 ( C ) はゥォッシャ

—液の液面が リ一 ドスィ ツチ軸 に対 し十分 に高い状態 を示す図である。

[ 図7] 第二実施形態 による液面検 出装置がウォッシャータンクに設置 された状

態 を示す図である。

発明を実施するための形態

以下、複数の実施形態 を図面 に基づいて説明する。 尚、各実施形態 におい

て対応する構成要素 には同一の符号 を付す ことによ り、重複する説明を省略

する場合がある。各実施形態 において構成の一部分のみを説明 している場合

、 当該構成の他 の部分 については、先行 して説明 した他 の実施形態の構成 を

適用することがで きる。 また、各実施形態の説明において明示 している構成

の組み合わせばか りではな く、特 に組み合わせ に支障が生 じなければ、明示

していな くても複数の実施形態の構成 同士を部分的に組み合わせ ることがで

きる。そ して、複数の実施形態及び変形例 に記述 された構成 同士の明示 され

ていない組み合わせ も、以下の説明によって開示 されているもの とする。

(第一実施形態）

図 1 に示す第一実施形態 による液面検 出装置 1 0 0 は、 ウォッシャータン

ク 9 0 に取 り付 け られている。 ウォッシャータンク 9 0 は、例 えば車両のェ

ンジンル一厶内に搭載 され、液体 と してのウォッシャー液 を貯留 している。

液面検 出装置 1 0 0 は、 ウォッシャータンク 9 0 に貯留されたウォッシャー

液の減少に伴 う液面の低下を検 出する。液面検 出装置 1 0 0 は、 ゥォッシャ



—タンク 9 0 に形成 された開 口 9 1 を通 して、 当該 タンク 9 0 内に挿入 され

ている。

[001 1] まず、液面検 出装置 1 0 0 の構成 を説明する。 尚、以下の説明では、液面

検 出装置 1 0 0 を開 口 9 1 に挿入する方向に沿 って、軸方向 A D が規定 され

ている。 さ らに、重力方向に沿 って、上下方向 V D が規定 される。 そ して、

軸方向 A D 及び上下方向 V D と実質的に直交する方向が幅方向W D とされて

いる。

[001 2] 液面検 出装置 1 0 0 は、筐体 2 0 、 フロー ト部 3 0 、 マグネ ッ ト5 0 、及

び リ一 ドスィ ツチ 4 0 を備 えている。

[001 3] 筐体 2 0 は、 ウォッシャータンク 9 0 に対 し固定 されている。筐体 2 0 は

、蓋部 2 1 、 リー ドスィ ッチ軸 2 3 、及び規制部 2 6 を有 している。蓋部 2

1 は、 開 口 9 1 よ りも大型 に形成 されている。蓋部 2 1 は、 ウォッシャータ

ンク 9 0 の外側 か ら、 開 口 9 1 を液密 に塞 いでいる。 リー ドスィ ッチ軸 2 3

は、軸方向 A D に沿 って、蓋部 2 1 か ら円筒状 に延伸 している。 リ一 ドスィ

ツチ軸 2 3 は、 リ一 ドスィ ツチ 4 0 を収容する収容室 2 4 を形成 している。

リ一 ドスィ ツチ軸 2 3 の延伸方向における先端 には、鍔部 2 5 が形成 されて

いる。鍔部 2 5 は、幅方向W D を長手 とする板状 に形成 されている。規制部

2 6 は、上下方向 V D に延伸 する壁部 である。規制部 2 6 は、 フロー ト部 3

0 と接触 することによ り、 リ一 ドスィ ツチ軸 2 3 まわ りの フロー 卜部 3 0 の

回転 を規制 する。

[0014] フロー ト部 3 0 は、 ウォッシャー液 の液面 に浮かぶ ことがで きるよう、 ゥ

ォッシャ一液 よ りも比重の小 さい材料 によって形成 されている。具体的には

、 フロー ト部 3 0 は、発泡剤 を加 えたポ リプロピレン樹脂等 によって形成 さ

れている。 フロー ト部 3 0 は、軸方向 A D に延伸 する円柱状 に形成 されてい

る。 フロー ト部 3 0 には、貫通孔 3 1 及び凸壁部 3 2 が設 け られている。貫

通孔 3 1 は、 フロ一 卜部 3 0 を軸方向 A D に貫通 している。貫通孔 3 1 の上

下方向 V D における内幅 は、鍔部 2 5 の幅方向W D における外幅 よ りも大 き

くされている。一方、貫通孔 3 1 の幅方向W D における内幅 は、鍔部 2 5 の



幅方 向W D の外幅 よ りも小 さ くされている。貫通孔 3 1 に リ一 ドスィ ツチ軸

2 3 が揷通 され る ことによ り、 フロー ト部 3 0 は、筐体 2 0 に組 み付 け られ

、 リー ドスィ ッチ軸 2 3 に対 し上下 に変位可能 とな る。 凸壁部 3 2 は、 フロ

— 卜部 3 0 の軸方 向 A D における両端部 の うち、蓋部 2 1 に近接 す る一方 の

端部 に形成 されている。 凸壁部 3 2 は、上下方 向 V D に沿 って延設 されてい

る。 フロー 卜部 3 0 が リ一 ドスィ ツチ軸 2 3 まわ りに回転 しょ うとす る と、

凸壁部 3 2 は、規制部 2 6 と接触 す る ことによ って フロー 卜部 3 0 の姿勢 を

維持 させ る。

[001 5] マ グネ ッ ト5 0 は、 フェライ 卜磁 石等 の永久磁 石 であ る。 マ グネ ッ ト5 0

は、矩形 の横 断面 を有 し、軸方 向 A D に延伸 す る角柱状 に形成 されている。

マ グネ ッ ト5 0 は、 フロー ト部 3 0 に保持 されてお り、 リー ドスィ ッチ軸 2

3 の上方 に位置 している。 マ グネ ッ ト5 0 は、 フロー ト部 3 0 とともに液面

に追従 して上下 に移動 す る ことがで きる。

[001 6] リー ドスィ ッチ 4 0 は、液面 の高 さを検 出す るための検 出素子であ る。 リ

— ドスイ ッチ 4 0 は、 円筒状 に形成 された本体部分 4 3 、 及び本体部分 4 3

の両端 か ら延 出す る一対 の リー ド4 1 ， 4 2 を有 している。 リー ドスィ ッチ

4 0 は、本体部分 4 3 の軸方 向 を、軸方 向 A D に沿わせ た姿勢 にて、収容室

2 4 内 に収容 されている。本体部分 4 3 は、 中空 のガラス管 であ って、各 リ

— ド4 1 ， 4 2 の各端部 （以下、 「リー ド端部 」 とい う） を収容 している。

各 リー ド端部 は、橈 み可能 に設 け られてお り、所定の間隔 を開 けて対 向 して

いる。各 リー ド4 1 ， 4 2 に外部 か ら磁 界 が作用す る と、各 リー ド端部 は、

異 な る磁極 に磁 化 す る ことで、互 いに引 き合 う。 こう して各 リー ド端部 が接

触 す る ことによ り、 リー ドスィ ッチ 4 0 は、各 リー ド4 1 ， 4 2 間 にて導通

可能 なオ ン状態 とな る。

[001 7] 以 上 の液面検 出装置 1 0 0 で は、 ウォ ッシ ャー液 の液面 が十分 に高 い とき

、 フロー ト部 3 0 は、 リー ドスィ ッチ軸 2 3 に対 し上方 に変位 している。 こ

の場合、 マ グネ ッ 卜5 0 が リ一 ドスィ ツチ 4 0 か ら離 間 した状態 とな るため

、 リー ドスィ ッチ 4 0 は、 オ フ状態 とな る。 一方、 ウォ ッシ ャータ ンク 9 0



に貯留 された ゥォッシャ一液 が減少 した際 には、 フロー ト部 3 0 は、 リ一 ド

スィ ッチ軸 2 3 に対 し下方 （重力方向） に変位する。 こう してマグネ ッ ト5

0 が リー ドスィ ッチ 4 0 に近接 することによ り、 リー ドスィ ッチ 4 0 は、 マ

グネ ッ 卜5 0 の発生する磁界 によって、オ フ状態か らオ ン状態へ と切 り替わ

る。

[001 8] ここで、液面検 出装置 1 0 0 の設置 されるエ ンジンルームには、原動機及

び発 電機等 に組み込 まれた多数 の磁石が存在 している。 これ らの磁石が発生

させ る磁 力は、外部 の磁 気 ノイズ と して液面検 出装置 1 0 0 に作用する。仮

に、 マグネ ッ 卜5 0 による磁界の向 きが磁 気 ノイズの向 きと一致 した とする

と、 マグネ ッ ト5 0 による磁界 は、磁 気 ノイズによって強め られて しまう。

その結果、 マグネ ッ 卜5 0 が リー ドスィ ッチ 4 0 か ら最大限離 れた場合 で も

、 リー ドスィ ッチ 4 0 がオ ン状態の ままとなる事態が生 じ得 る。 こう した事

態の発生 を回避 するための フロー 卜部 3 0 の構成 について、以下説明する。

[001 9] 図 1 ， 2 に示すように、 フロー ト部 3 0 は、 それぞれ ウォッシャー液 に浮

かぶ よう形成 された一次 フロー 卜6 0 及び二次 フロー 卜7 0 等 によって構成

されている。一次 フロー ト6 0 は、 図 2 ， 3 ， 5 に示すように、 リ一 ドスィ

ツチ軸 2 3 に組み付 け られてお り、上下方向 V D に変位可能である。一次 フ

口一 卜6 0 は、上述 した凸壁部 3 2 に加 えて、一対の端板部 6 1 ， 6 3 、連

結部 6 6 、及び複数 の係止爪 6 8 を有 している。

[0020] —対の端板部 6 1 ， 6 3 は、 円盤状 に形成 されている。各端板部 6 1 ， 6

3 は、上下方向 V D 及び幅方向W D に板面方向を沿わせた姿勢 にて、配置 さ

れている。各端板部 6 1 ， 6 3 は、二次 フロー ト7 0 の軸方向 A D における

両端面 7 1 ， 7 3 のそれぞれ と対向 している。端板部 6 1 ， 6 3 には、 リ一

ドスィ ツチ軸 2 3 を揷通 させ る揷通穴 6 2 ， 6 4 がそれぞれ形成 されている

。鍔部 2 5 に近接 する端面 7 1 と対向する一方の端板部 6 1 は、鍔部 2 5 に

接触 することで、 リ一 ドスィ ツチ軸 2 3 か らの フロー 卜部 3 0 の離脱 を防止

している。規制部 2 6 (図 1 参照） に近接 する端面 7 3 と対向する他方の端

板部 6 3 には、上述 した凸壁部 3 2 が形成 されている。



[0021 ] 連結部 6 6 は、軸方向 A D に沿 って端板部 6 1 か ら端板部 6 3 まで延伸 し

ている。連結部 6 6 は、角柱状 に形成 されてお り、端板部 6 1 ， 6 3 を互い

に連結 している。連結部 6 6 には、揷通溝 6 7 が形成 されている。揷通溝 6

7 は、連結部 6 6 を下方に凹ませることによって形成 されている。揷通溝 6

7 は、軸方向 A D に沿 って延伸 してお り、 リー ドスィッチ軸 2 3 を揷通させ

ることができる。連結部 6 6 は、一次 フロー ト6 0 の上方への変位により、

リ一 ドスイッチ軸 2 3 に接触する。連結部 6 6 は、複数の係止爪 6 8 を支持

している。

[0022] 係止爪 6 8 は、連結部 6 6 か ら上方に延伸する形状で、複数 （第一実施形

態では四つ）設けられている。各係止爪 6 8 は、 リー ドスィッチ軸 2 3 を避

けるように配置されている。各係止爪 6 8 の延伸方向における先端 には、摺

動部 6 9 が形成 されている。摺動部 6 9 は、上下方向 V D に沿 って延伸する

係止爪 6 8 の本体部分 6 8 a か ら、幅方向W D の外側 に向けて突出 している

[0023] 図 2 ， 4 ， 5 に示す二次 フロー ト7 0 は、一次 フロー ト6 0 に組み付 けら

れてお り、 この一次 フロー ト6 0 に対 し上下方向 V D に変位可能である。二

次 フロー ト7 0 は、軸方向 A D に沿 って延伸する形状であって、側面部が部

分的に欠損 した円柱状 に形成 されている。二次 フロー ト7 0 の体積は、一次

フロー ト6 0 の体積 よりも大 きくされている。 これにより、 ウォッシャー液

か ら二次 フロー 卜7 0 に作用する浮力は、 ウォッシャー液か ら一次 フロー 卜

6 0 に作用する浮力よりも大 きくされている。二次 フロー ト7 0 には、保持

孔 7 8 、揷通溝 7 5 、及び複数のガイ ド溝 7 6 が形成 されている。

[0024] 保持孔 7 8 は、二次 フロー ト7 0 の軸方向 A D における中央に設けられて

お り、 リー ドスィッチ 4 0 の上方に位置 している。保持孔 7 8 は、二次 フロ

— 卜7 0 を径方向に貫通する開口である。保持孔 7 8 は、マグネッ 卜5 0 よ

りも僅かに小さ く形成 されている。保持孔 7 8 には、マグネッ 卜5 0 が埋め

込 まれている。

[0025] 揷通溝 7 5 は、二次 フロー ト7 0 を上方に凹ませることによって形成 され



ている。揷通溝 7 5 は、軸方向A D に沿って端面 7 1 から端面 7 3 まで延伸

している。揷通溝 7 5 が リー ドスィッチ軸 2 3 を揷通させることにより、二

次フロー ト7 0 は、 リー ドスィッチ軸 2 3 を上方から覆い、且つ、 リ一 ドス

ィツチ軸 2 3 を幅方向W Dの両側から挟むよう位置することとなる。

[0026] ガイ ド溝 7 6 は、揷通溝 7 5 を形成する側壁 7 4 に、係止爪 6 8 に対応 し

た配置にて複数 （第一実施形態では四つ）設けられている。各ガイ ド溝 7 6

は、上下方向V D に沿って延伸 している。各ガイ ド溝 7 6 には、各摺動部 6

9 が収容されている。摺動部 6 9 は、一次フロー ト6 0 に対する二次フロー

卜7 0 の相対変位によって、収容されたガイ ド溝 7 6 内を摺動する。二次フ

口一 卜7 0 が一次フロー ト6 0 に対 し上方に変位すると、係止爪 6 8 は、ガ

ィ ド溝 7 6 の周壁部分 7 7 に摺動部 6 9 を接触させることにより、二次フロ

— 卜7 0 を係止する。こうして二次フロー 卜7 0 の上方への変位が規制され

る。以上のように、ガイ ド溝 7 6 及び摺動部 6 9 は、協働 して、二次フロ一

卜7 0 が一次フロー 卜6 0 に対 し相対変位する範囲を規定 している。

[0027] 以上の二次フロー ト7 0 は、図 5 に示す軸方向A D に並ぶ一対の端板部 6

1，6 3 に挟まれた空間に収容される。こうして、一次フ口一卜6 0 及び二

次フロー ト7 0 は、円柱状を呈するフロー ト部 3 0 を形成する。互いに組み

合わされた一次フロー ト6 0 及び二次フロー ト7 0 の横断面は、開口9 1 (

図 1参照）よりも小径な円形状とされている。故に、一次フロー 卜6 0 及び

二次フロー ト7 0 は、一体となって開口9 1 を通過可能となる。また、一次

フロー ト6 0 の各揷通穴 6 2 ，6 4 及び揷通溝 6 7 と、二次フ口一 卜7 0 の

揷通溝 7 5 とが、フロー ト部 3 0 における貫通穴 3 1 を形成する。

[0028] 次に、一次フロー ト6 0 及び二次フロー ト7 0 の作動を、図 6 に基づいて

詳 しく説明する。

[0029] ウォッシャー液に減少に伴い、液面がリー ドスィッチ軸 2 3 よりも下方に

位置 している場合、図 6 A に示すように、二次フロー ト7 0 は、一次フロー

卜6 0 に収容されている。そ して、一次フロー ト6 0 及び二次フロー ト7 0

は、重力の作用によって、 リー ドスィッチ軸 2 3 にぶ ら下がった状態となる



。 この状 態 で は、 リー ドス ィ ッチ 4 0 は、 マ グネ ッ ト5 0 と近接 した状 態 と

な るため、 オ ン状 態 とな る。

[0030] 以上 の状 態 か ら、 ウォ ッシ ャー液 の補 充 によ って液 面 が上昇 す る と、 図 6

B に示 す よ うに、 一次 フ ロー ト6 0 及び 二次 フ ロー ト7 0 は、各 フ ロー ト6

0 ， 7 0 に作 用 す る浮 力 によ って、 一体 で上昇 す る。揷 通溝 6 7 の底部 が リ

- ドス ィ ツチ軸 2 3 に下方 か ら接触 す る位置 まで、 一次 フ ロー 卜6 0 及び 二

次 フ ロー ト7 0 は上昇 す る。 この よ うに、 一次 フ ロー ト6 0 が リ一 ドス イ ツ

チ軸 2 3 に対 し上方 に移動 可能 な変位量 を、 第一 ス トロー ク量 S t 1 とす る

[0031 ] ウォ ッシ ャー液 の液 面 が リー ドス ィ ッチ軸 2 3 に対 し十分 に高 い場合、 図

6 C に示 す よ うに、 二次 フ ロー ト7 0 は、 最 大 限上昇 した一次 フ ロー ト6 0

に対 し、 さ らに上方へ相 対変位 す る。 これ によ り、 リ一 ドス イ ッチ軸 2 3 が

揷 通溝 7 5 か ら離脱 しつつ、各摺動部 6 9 が各 ガイ ド溝 7 6 の各 周壁部 分 7

7 に接触 す る位置 まで、 二次 フ ロー ト7 0 の上昇 は、継 続 され る。 この よ う

に、 二次 フ ロ一 卜7 0 が一次 フ 口一 卜6 0 に対 し上方 に移動 可能 な変位量 を

、 第ニ ス 卜ロー ク量 S t 2 とす る。

[0032] ここまで説 明 した第一実施形 態 によれ ば、 二次 フ ロー ト7 0 が一次 フ ロー

卜6 0 に対 しさ らに上 下 に相 対変位可能 であ るため、 マ グネ ッ ト5 0 は、 第

— ス トロー ク量 S t 1 と第二 ス トロー ク量 S t 2 とを足 し合 わせ た距離 以上

、 リー ドス ィ ッチ 4 0 か ら離 間 し得 る。故 に、 マ グネ ッ 卜5 0 及び リ一 ドス

イ ッチ 4 0 間の距離 は、確 保 可能 とな る。 以上 によ り、 マ グネ ッ 卜5 0 の発

生 させ る磁 界 の向 きが外部 の磁 気 ノイズの向 きと一致 して いた場合 で も、 リ

— ドス イ ッチ 4 0 は、液 面 の上昇 に伴 うマ グネ ッ 卜5 0 の離 間 によ り、 オ ン

状 態 か らオ フ状 態へ と切 り替 わ る ことがで きる。 したが って、 外部 の磁 気 ノ

ィズ に対 す る耐性 を向上 させ た液 面検 出装 置 1 0 0 の提 供 が、 可能 とな る。

[0033] 加 えて第一実施形 態 によれ ば、 二次 フ ロー ト7 0 の体積 が一次 フ ロー 卜6

0 の体積 よ りも大 きい。 よ って、 二次 フ ロー ト7 0 に作 用 す る浮 力 は、 一次

フ ロー ト6 0 に作 用 す る浮 力 よ りも大 き くな る。故 に、 一次 フ ロー ト6 0 は



、二次フロー ト7 0 の浮力に補助されつつ、 リー ドスィッチ軸 2 3 に対 し上

方に変位することができる （図 6 B参照）。さらに、 リー ドスィッチ軸 2 3

に対 し一次フロー 卜6 0 が最大限上方に変位 した場合では、浮力を確保され

た二次フロー ト7 0 は、一次フロー ト6 0 に対 し、確実に上方に変位するこ

とができる （図 6 C参照）。以上のように、フロー ト部 3 0 が一次フロー ト

6 0 及び二次フロー 卜7 0 に分割された構成では、特に二次フロー 卜7 0 の

浮力を確保することにより、液面の高さに追従 して上下に変位する各フ口一

卜6 0 ， 7 0 の作動の信頼性を高めることができる。以上によれば、マグネ

ッ卜5 0 及び リ一 ドスィツチ4 0 間の距離が確実に確保されるようになるの

で、外部の磁気ノイズに対する耐性を向上させる効果発揮の確実性は、いつ

そう高められる。

[0034] また第一実施形態のように、一次フロー ト6 0 に二次フロー ト7 0 が収容

される構成であれば、これら一次フロー ト6 0 及び二次フロー ト7 0 は、一

体となってウォッシャータンク9 0 の開口9 1 に揷入され得る。故に、各フ

口一 卜6 0 ， 7 0 を開口9 1 からウォッシャータンク9 0 の内部に揷入する

工程は、容易となる。 したがって、外部の磁気ノイズに対する耐性を向上さ

せた液面検出装置 1 0 0 であっても、ウォッシャータンク9 0 への設置に係

る作業の作業性は、高く維持可能となる。

[0035] さらに第一実施形態では、柱状に形成された二次フロー ト7 0 を、一対の

端板部 6 1 ， 6 3 の間に収容することで、一次フロー ト6 0 及び二次フロー

卜7 0 を一体的な形態としたフロー 卜部 3 0 が実現されている。以上の構成

であれば、一次フロー 卜6 0 に対する二次フロー 卜7 0 の体積が確保容易と

なるため、二次フロー ト7 0 に作用する浮力も、確保され得る。このように

、ウォッシャータンク9 0 に設置する作業の作業性を確保 しつつ、各フロー

卜6 0 ， 7 0 の作動の信頼性を獲得するには、枠状の一次フロー ト6 0 に柱

状の二次フロー 卜7 0 を収容させる上述の構成を適用することができる。

[0036] また加えて第一実施形態のように、二次フロー ト7 0 を上方に凹ませてな

る揷通溝 7 5 にリー ドスィッチ軸 2 3 を揷通させる構成であれば、二次フロ



— 卜7 0 に保持されたマグネッ卜5 0 は、 リ一 ドスィツチ4 0 に確実に近接

し得る （図 6 A 参照）。さらに、二次フロー ト7 0 の相対変位によってマグ

ネット5 0 が リー ドスィッチ4 0 から離間 した場合には、 リ一 ドスイツチ軸

2 3 は、揷通溝 7 5 から離脱できる （図 6 C 及び図 5 参照）。故に、マグネ

ッ卜5 0 とリ一 ドスィツチ4 0 との間の距離は、確実に確保可能となる。以

上のように、二次フロ一 卜7 0 に上方に凹む揷通溝 7 5 を形成する構成は、

リー ドスィッチ4 0 の切 り替わり動作の確実性をいつそう高めることができ

る。 したがって、液面検出装置 1 0 0 の磁気ノイズに対する耐性は、さらに

向上可能となる。

[0037] さらに加えて第一実施形態のように、ガイ ド溝 7 6 に摺動部 6 9 を摺動さ

せる構成であれば、一次フロー 卜6 0 に対 し二次フロー 卜7 0 が相対変位す

る範囲は、確実に規定可能となる。こうした構成において、ガイ ド溝 7 6 を

形成するための周壁部分 7 7 等は、摺動部 6 9 を形成するための係止爪 6 8

等よりも、体積を必要とする。故に、ガイ ド溝 7 6 及び摺動部 6 9 のうち、

ガイ ド溝 7 6 を二次フロー 卜7 0 に設け、摺動部 6 9 を一次フロー 卜6 0 に

設けることによれば、二次フロー 卜7 0 の体積を一次フロー 卜6 0 の体積よ

りも大きくすることが容易となるのである。

[0038] 第一実施形態において、筐体 2 0 が特許請求の範囲に記載の 「固定体」に

相当し、 リー ドスィッチ軸 2 3 が特許請求の範囲に記載の 「筒部」 し、 リ一

ドスイッチ4 0 が特許請求の範囲に記載の 「スィッチ機構」に相当する。さ

らに、マグネット5 0 が特許請求の範囲に記載の 「磁石体」に相当し、ゥォ

ッシャ一タンク9 0 が特許請求の範囲に記載の 「容器」に相当する。

(第二実施形態）

図 7 に示す第二実施形態は、第一実施形態の変形例である。第二実施形態

による液面検出装置 2 0 0 において、 リー ドスィッチ4 0 は、液面の下降に

伴って、オン状態からオフ状態へと切 り替わる。こうした作動を実現するた

め、マグネット5 0 は、 リー ドスィッチ軸 2 3 よりも下方に設置されている

。以下、第二実施形態の一次フロー ト2 6 0 及び二次フロー ト2 7 0 の作動



の詳細を、図 7 に基づいて説明する。

[0039] ウォッシャー液の液面が リー ドスィッチ軸 2 3 に対 し十分に高い場合、二

次フロー ト2 7 0 は、一次フロー ト2 6 0 に収容されている。そ して、一次

フロー ト2 6 0 及び二次フロー ト2 7 0 は、各 フロー ト2 6 0 ， 2 7 0 に作

用する浮力によって、 リ一 ドスィツチ軸 2 3 に揷通溝 7 5 の底部を下方か ら

接触させている。 この状態では、 リー ドスィッチ 4 0 は、マグネッ ト5 0 と

近接 した状態 となるため、オン状態 となる。

[0040] 以上の状態か ら、 ウォッシャー液の減少によって液面が下降すると、一次

フロー ト2 6 0 及び二次フロー ト2 7 0 は、重力の作用によって、一体で下

降する。 こうして、揷通溝 6 7 の底部が リー ドスィッチ軸 2 3 に上方か ら接

触する位置まで、一次フロー 卜2 6 0 及び 二次 フ ロ ー 卜2 7 0 は下降する。

[0041 ] さらに、 ウォッシャー液の液面が下降すると、二次フロー ト2 7 0 は、最

大限下降 した一次フロー ト2 6 0 に対 し、さらに下方へ相対変位する。 これ

により、 リー ドスィッチ軸 2 3 が揷通溝 7 5 か ら離脱 しつつ、各摺動部 6 9

が各ガイ ド溝 7 6 の各周壁部分 7 7 に接触する位置まで、二次フロ一 卜2 7

0 の下降は、継続される。

[0042] ここまで説明 した第二実施形態でも、二次フロー ト2 7 0 が一次フロー ト

2 6 0 に対 しさらに上下に相対変位可能であるため、マグネッ 卜5 0 及び リ

— ドスイッチ 4 0 間の距離は、確保可能 となる。故に、 リー ドスィッチ 4 0

は、液面の下降に伴 うマグネッ 卜5 0 の離間により、ォン状態か らオフ状態

へ と切 り替わることができる。 したがって、第二実施形態でも、外部の磁気

ノイズに対する耐性は、向上可能 となる。

[0043] 上記実施形態の変形例について述べる。以上、複数の実施形態について説

明 したが、本開示は、上記実施形態に限定 して解釈されるものではな く、本

開示の要旨を逸脱 しない範囲内において種々の実施形態及び組み合わせに適

用することができる。

[0044] 上記実施形態では、液面検出装置の磁気ノィズへの耐性が確保されるため

、液面検出装置の種別削減が可能 となる。詳 しく説明すると、従来の液面検



出装置では、磁気ノイズへの耐性が不十分なため、マグネットの発生させる

磁力の向きを、磁気ノイズの向きと逆方向にする必要があった。こうした配

置により、マグネッ卜の磁力と磁気ノイズとが互いに打ち消し合うこととな

るため、磁気ノイズに起因するリードスィッチの誤作動は、生じ難くなる。

しかし、上述の対策では、液面検出装置を取り付ける車種毎に、マグネット

の取付方向を変更した新たな種別を設ける必要が生じ得た。これに対し、上

記実施形態による液面検出装置では、マグネッ卜の移動範囲を大きくするこ

とにより、磁気ノイズへの耐性が確保されている。そのため、液面検出装置

を取り付ける車種に係らず、特定の取付姿勢にてマグネッ卜を保持する同一

種別の液面検出装置が、採用可能となる。こうした理由により、車種毎にリ

—ドスイッチの方向、マグネットの方向等を変える必要がなくなるため、種

別削減による液面検出装置の低コスト化が可能となるのである。

[0045] 上記実施形態では、筐体が 「固定体」として、ウォッシャータンクの開口

に組み付けられていた。しかし、 「固定体」に相当する構成は、適宜変更さ

れてよい。例えば、上述の筐体にブラケッ卜等を組み合わせた組立体が、 「

固定体」に相当していてもよい。

[0046] 上記実施形態では、角柱状のマグネットが 「磁石体」として用いられてい

たが、 「磁石体」に相当する構成の形状及び材質等は、適宜変更されてよい

。さらに、 「磁石体」の保持される姿勢も、適宜変更されてよい。さらに、

複数のマグネットによって 「磁石体」が構成されていてもよい。また、 「ス

イッチ機構」に相当する構成も、上記のリードスィッチに限定されず、適宜

変更されてよい。さらに、リードスィッチを収容する 「筒部」に相当する構

成も、円筒状のリードスィッチ軸 2 3 に限定されず、適宜変更されてよい。

[0047] 上記実施形態では、一次フロー卜及び二次フ口一卜は、発泡させたポリプ

ロピレン樹脂によって形成されていた。しかし、各フロートの材料は、上記

の材料に限定されず、例えば発泡させたフエノ一ル樹脂等に適宜変更されて

よい。また、一次フロートの材料と二次フロー卜の材料とが互いに異なって

いてもよい。さらに、例えば係止爪及びガイド溝を形成する部分が、各フロ



- 卜の本体部分と異なる材料によって形成されていてもよい。

[0048] 上記実施形態では、二次フロー 卜が一次フロー トに収容されることにより

、円柱状のフロー ト部が形成されていた。 しかし、各フロー トの形状は、適

宜変更されてよい。例えば、一次フロー 卜が二次フロー 卜に収容される構成

であってもよい。また、一次フロー トの体積が、二次フロー 卜の体積と同一

又は大きくされていてもよい。同様に、一次フロー トに液体から作用する浮

力が、二次フロー 卜に液体から作用する浮力より大きくてもよい。

[0049] 上記実施形態では、液面高さが変化 した際に、一次フロー 卜に対する二次

フロー 卜の相対変位よりも先に、 リ一 ドスィツチ軸に対する一次フロー 卜の

相対変位が生じていた。 しかし、 リー ドスィッチ軸に対する一次フロー トの

相対変位よりも先に、一次フロ一 卜に対する二次フロ一 卜の相対変位が生じ

てもよい。また、一次フロー トに対する二次フロー 卜の相対変位と、 リー ド

スィツチ軸に対する一次フ口一 卜の相対変位とが、並行 して生じてもよい。

[0050] 上記実施形態では、一次フロー 卜から離間する方向への二次フロー 卜の相

対変位を規制するため、ガイ ド溝 7 6 及び摺動部 6 9 が設けられていた。こ

うした変位規制のための構成は、上述のものに限定されず、適宜変更されて

よい。例えば、二次フロー 卜に摺動部が設けられ、一次フロー トにガイ ド溝

が設けられる構成であってもよい。さらに、各フロー トに設けられるガイ ド

溝及び摺動部の配置及び数も、四つに限定されず、適宜変更されてよい。

[0051 ] 以上、車両のウォッシャータンクに貯留されたウォッシャー液の液面の高

さを検出する液面検出装置に適用した例に基づいて本開示を説明したが、本

開示の適用対象は、ウォッシャー液の液面高さの検出に限られない。車両に

搭載される他の液体、例えばエンジンオイル、ブレーキフルー ド、エンジン

冷却水、燃料等の容器内の液面検出装置に、本開示は適用可能である。さら

に、車両用に限らず、各種民生用機器、各種輸送機械が備える容器に用いら

れる液面検出装置に、本開示は適用可能である。

[0052] 本開示は、実施例に準拠 して記述されたが、本開示は当該実施例や構造に

限定されるものではないと理解される。本開示は、様々な変形例や均等範囲



内の変形 をも包含する。加 えて、様 々な組み合わせや形態、 さ らには、それ

らに一要素のみ、それ以上、あるいはそれ以下、 を含む他 の組み合わせや形

態 をも、本開示の範疇や思想範囲に入るものである。



請求の範囲

[ 請求項 1] 液体 を貯留する容器 （9 0 ) に対 し固定される固定体 （2 0 ) と、

前記液体 に浮かぶ よう形成 され、前記固定体 （2 0 ) に組み付 け ら

れて重力方向に沿 った上下に変位可能な一次 フロー ト （6 0 ， 2 6 0

) と、

前記液体 に浮かぶ よう形成 され、前記一次 フ口一 卜 （6 0 ， 2 6 0

) に組み付 け られて当該一次 フロー ト （6 0 ， 2 6 0 ) に対 し上下に

変位可能な二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) と、

前記二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) に保持 されることで上下に移動

する磁石体 （5 0 ) と、

前記固定体 （2 0 ) に保持 され、磁界 を発生させ る前記磁石体 （5

0 ) の近接 によって、オ フ状態か らオ ン状態へ と切 り替わるスィ ッチ

機構 （4 0 ) と、 を備 えることを特徴 とする液面検 出装置。

[ 請求項 2] 前記二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) に前記液体か ら作用する浮力は

、前記一次 フロー ト （6 0 ， 2 6 0 ) に前記液体か ら作用する浮力よ

りも大 きいことを特徴 とする請求項 1 に記載の液面検 出装置。

[ 請求項 3] 前記二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) の体積 は、前記一次 フロー ト （

6 0 ， 2 6 0 ) の体積 よ りも大 きいことを特徴 とする請求項 1又は 2

に記載の液面検 出装置。

[ 請求項 4] 前記容器 （9 0 ) に形成 された開口 （9 1 ) を通 して、前記一次 フ

口一 卜 （6 0 ， 2 6 0 ) 及び前記二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) が前

記容器 （9 0 ) の内部 に揷入される液面検 出装置であ って、

前記一次 フ口一 卜 （6 0 ， 2 6 0 ) 及び前記二次 フロ一 卜 （7 0 ，

2 7 0 ) の うち一方 （6 0 ， 2 6 0 ) は、前記一次 フロー ト （6 0 ，

2 6 0 ) 及び前記二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) の うち他方 （7 0 ，

2 7 0 ) とともに前記開口 9 1 を通過可能なよう、 当該他方 （7 0 ，

2 7 0 ) の少な くとも一部 を収容することを特徴 とする請求項 1 〜 3

のいずれか一項 に記載の液面検 出装置。



[ 請求項 5] 前記二次 フロー ト （7 0 ) は、柱状 に形成 され、

前記一次 フロー ト （6 0 ) は、前記二次 フロー ト （7 0 ) の軸方向

( A D ) における両端面 （7 1 ， 7 3 ) のそれぞれ と対向する一対の

端板部 （6 1 ， 6 3 ) 、及び前記一対の端板部 （6 1 ， 6 3 ) を互 い

に連結する連結部 （6 6 ) を有 することを特徴 とする請求項 1 〜 4 の

いずれか一項 に記載の液面検 出装置。

[ 請求項6] 前記固定体 （2 0 ) は、筒状 に延伸 して前記スィ ッチ機構 （4 0 )

を収容する筒部 （2 3 ) を有 し、

前記二次 フロ一 卜 （7 0 ， 2 7 0 ) は、前記筒部 （2 3 ) の軸方向

に沿 って延伸することで当該筒部 （2 3 ) を揷通 させ る揷通溝 （7 5

) を形成 し、前記筒部 （2 3 ) の軸方向 と交差する方向への相対変位

によって当該筒部 （2 3 ) を前記揷通溝 （7 5 ) か ら離脱 させ ること

を特徴 とする請求項 1 〜 5 のいずれか一項 に記載の液面検 出装置。

[ 請求項7] 前記二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) は、前記重力方向に沿 って延伸

するガイ ド溝 （7 6 ) を有 し、

前記一次 フロー 卜 （6 0 ， 2 6 0 ) は、前記ガイ ド溝 （7 6 ) 内を

摺動 し、前記二次 フロー ト （7 0 ， 2 7 0 ) が相対変位する範囲を規

定する摺動部 （6 9 ) を有 することを特徴 とする請求項 1 〜 6 のいず

れか一項 に記載の液面検 出装置。
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